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本書の特長

好評発売中！

不動産業・建設業に関わる法律実務に必携の書！

A5判　656 頁
定価：5,280 円（本体：4,800 円 +税 10%）

『こんなところでつまずかない！ 
　　　　不動産事件21のメソッド』

◆不動産業・建設業に関する専門的
な法律知識を取引類型ごとに横断
的・体系的に理解できる！

◆宅建業法や建設業法など、関連す
る法律の解説も網羅！

◆弁護士や法務担当者が現場の疑問
に答えるうえで必要な知識、ノウ
ハウを集約した一冊！

富田　裕・小里佳嵩〔編著〕
小林佑輔・野崎智己 〔執筆〕

不動産・建設取引の法律実務
売買、賃貸借、媒介、開発、設計・監理、建設請負

弁護士・法務担当者のための

表
面
：
プ
ロ
セ
ス
４
Ｃ
刷

2021.6.2 \\WS-SVR02\Macshar\したく\第一法規\チラシ\210525_建設法律実務\チラシ\建設法律実務チラシ（074864）_オモテ.ai



42 43

第 1章　不動産の売買・賃貸借・媒介 第 2　不動産の売買

イ　一般的な条項例と解説
　不動産の売買契約における一般的な条項例は以下のとおりである。ただし、
一口に不動産といっても、個人用の住宅から、大規模再開発の不動産まで、
その規模は多種多様であり、権利関係の複雑さも多種多様である。そのため、
不動産売買契約書の内容及び分量もそれぞれの必要に応じたものであるべき
であり、現実にも、数ページ程度の定型的な雛形を使ったものから、数百
ページにわたる詳細なものまで存在している。

不動産売買契約書
（例）

　●●（以下「売主」という。）と●●（以下「買主」という。）は、不動産の売買に関し以
下のとおり契約（以下「本契約」という。）を締結する。

（ア）売買の目的物及び売買代金

第 1条（売買の目的物及び売買代金）
　 　売主は、別紙「物件目録」記載の物件（以下「本物件」という。）を金●●●円をもっ
て買主に売渡し、買主はこれを買受ける。

　売買契約は、当事者の一方がある財産権を相手方に移転することを約し、
相手方がこれに対してその代金を支払うことを約することによって、その効
力を生ずる（民法 555 条）。売買契約の成立において、目的物と売買代金は
基本的な要素であることから、これを第 1条で定めることが多い。不動産売
買の目的物は、土地や建物であり、特定にあたっては所在地の地番のほか、
物件の構造や地図などが必要な場合もあり、詳細にわたることから、別紙
「物件目録」記載とし、本文中には細目を書かないことが一般的である。ま
た、不動産を特定の目的で利用することを前提としている場合に、目的が達
成できないことを理由とする解除や損害賠償の余地を残すために、買主側か
ら不動産を取得する目的について、記載することもある。

（4）売買契約書
Case

不動産の売買契約書には、どのような事項を記載すればよいか。また、契約書を確認する際
には、どのような点に留意する必要があるか。

ア　概説
　売買契約書の調印は、不動産売買契約の成立を決定付けるものであり、売
買契約書に記載されている内容は、売買契約の内容として当事者が合意した
ことを示す非常に重要な文書である。一度売買契約書に調印してしまえば、
それとは異なる合意があったと事後的に主張することは困難である。それゆ
え、売買契約書には、売買契約として合意した内容を、過不足なく正確に記
載することが必要である。また、金額や引渡し時期はもちろん、売買対象不
動産に関する表明保証や、対象不動産に契約不適合があった場合の責任の所
在など重要な事項につき記載がない場合、後に紛争となった際に紛争が複雑
化するおそれがあることから、重要な事項については明示的に記載しておく
ことが必要である。
　売買契約書を相手方や仲介業者から示された場合に、確認する事項として
最も重要なことは、契約書に交渉で合意した内容が正確に記載されているか、
自らに不当に不利益な内容が記載されていないかという点である。また、条
文の内容が、二義的に解釈されることなく、誰がみても（最終的には裁判所
においてどの裁判官がみたとしても）一義的であるという点も、後の紛争を
避けるという点で非常に重要な点である。なお、当然ながら、宅建業法等の
法令に違反する内容でないことも重要である。

契約書の確認事項

・交渉で合意した内容が正確に記載されているか
・自らに不当に不利益な内容が記載されていないか
・重要な契約条項に欠落がないか
・他の解釈があり得る不明瞭な文言や、矛盾する文言となっていないか
・ 宅建業法・消費者契約法・品確法等の法令に違反していないか
・重要事項説明書と内容に相違がないか
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第 1章　不動産の売買・賃貸借・媒介 第 2　不動産の売買

イ　一般的な条項例と解説
　不動産の売買契約における一般的な条項例は以下のとおりである。ただし、
一口に不動産といっても、個人用の住宅から、大規模再開発の不動産まで、
その規模は多種多様であり、権利関係の複雑さも多種多様である。そのため、
不動産売買契約書の内容及び分量もそれぞれの必要に応じたものであるべき
であり、現実にも、数ページ程度の定型的な雛形を使ったものから、数百
ページにわたる詳細なものまで存在している。

不動産売買契約書
（例）

　●●（以下「売主」という。）と●●（以下「買主」という。）は、不動産の売買に関し以
下のとおり契約（以下「本契約」という。）を締結する。

（ア）売買の目的物及び売買代金

第 1条（売買の目的物及び売買代金）
　 　売主は、別紙「物件目録」記載の物件（以下「本物件」という。）を金●●●円をもっ
て買主に売渡し、買主はこれを買受ける。

　売買契約は、当事者の一方がある財産権を相手方に移転することを約し、
相手方がこれに対してその代金を支払うことを約することによって、その効
力を生ずる（民法 555 条）。売買契約の成立において、目的物と売買代金は
基本的な要素であることから、これを第 1条で定めることが多い。不動産売
買の目的物は、土地や建物であり、特定にあたっては所在地の地番のほか、
物件の構造や地図などが必要な場合もあり、詳細にわたることから、別紙
「物件目録」記載とし、本文中には細目を書かないことが一般的である。ま
た、不動産を特定の目的で利用することを前提としている場合に、目的が達
成できないことを理由とする解除や損害賠償の余地を残すために、買主側か
ら不動産を取得する目的について、記載することもある。

（4）売買契約書
Case

不動産の売買契約書には、どのような事項を記載すればよいか。また、契約書を確認する際
には、どのような点に留意する必要があるか。

ア　概説
　売買契約書の調印は、不動産売買契約の成立を決定付けるものであり、売
買契約書に記載されている内容は、売買契約の内容として当事者が合意した
ことを示す非常に重要な文書である。一度売買契約書に調印してしまえば、
それとは異なる合意があったと事後的に主張することは困難である。それゆ
え、売買契約書には、売買契約として合意した内容を、過不足なく正確に記
載することが必要である。また、金額や引渡し時期はもちろん、売買対象不
動産に関する表明保証や、対象不動産に契約不適合があった場合の責任の所
在など重要な事項につき記載がない場合、後に紛争となった際に紛争が複雑
化するおそれがあることから、重要な事項については明示的に記載しておく
ことが必要である。
　売買契約書を相手方や仲介業者から示された場合に、確認する事項として
最も重要なことは、契約書に交渉で合意した内容が正確に記載されているか、
自らに不当に不利益な内容が記載されていないかという点である。また、条
文の内容が、二義的に解釈されることなく、誰がみても（最終的には裁判所
においてどの裁判官がみたとしても）一義的であるという点も、後の紛争を
避けるという点で非常に重要な点である。なお、当然ながら、宅建業法等の
法令に違反する内容でないことも重要である。

契約書の確認事項

・交渉で合意した内容が正確に記載されているか
・自らに不当に不利益な内容が記載されていないか
・重要な契約条項に欠落がないか
・他の解釈があり得る不明瞭な文言や、矛盾する文言となっていないか
・ 宅建業法・消費者契約法・品確法等の法令に違反していないか
・重要事項説明書と内容に相違がないか
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定価5,280円（本体4,800円＋税10％）[074864]弁護士・法務担当者のための不動産・建設取引の法律実務
売買、賃貸借、媒介、開発、設計・監理、建設請負

定価2,750円（本体2,500円＋税10％）[059980]こんなところでつまずかない！　不動産事件21のメソッド
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取引類型ごとに留意すべきポイントがわかる！
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